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『みやぎグリーン戦略』の基本方向 

『みやぎグリーン戦略』   

「人と自然が調和した美しく安全な県土と環境づくり」の実現に向けて、今まさに、県民が一体となって「地球温暖化」や「生物多様性の確保」を始めとする環境問題へ対応する必要があります。 

「みやぎグリーン戦略」は、「みやぎ環境税」を使って行う、宮城の豊かな環境を守り、次世代に引き継ぐために、本県の良好な環境の保全及び創造に資する環境施策を取りまとめたものです。 

 

「宮城の将来ビジョン」における優先的・重点的な施策 
『みやぎグリーン戦略』 

＝＝４つの観点＝＝ 目指す姿 

 
 
 

 
 
   

     

   

    

   

    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
         
 

      

 

       

 

       

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

【観点１】 

■ 待ったなしの二酸化炭素削減の取組 
～地域からの地球温暖化防止対策の推進～ 

 京都議定書の目標達成に向けた枠組みの中、これまでのエネルギー多消費型の生活

様式と社会システムを見直し、地域からの地球温暖化防止に関する取組を積極的に推

進し、低炭素社会の実現を図る。 

 

【観点２】 

■ 豊かな自然環境を次世代に引き継ぐ責任 
  ～生物多様性は人類の生存基盤～ 

人間は、生物多様性の織りなす豊かな自然環境から多くの恵みを享受し、繁栄を築

いてきたことに鑑み、特に、生物多様性の重要性を見据え、豊かな自然環境の保全・

再生などにより、後世に渡り自然と共生する社会の実現を図る。 

 

 【観点３】 

■ 地球環境保全への貢献を通した地域経済の活性化 
  ～環境配慮と経済発展の両立は県民の願い～ 

豊かな環境は地域経済を支える基盤であることから、経済の発展と両立する環境負荷

の少ない持続可能な地域社会を構築するため、環境に配慮した事業者等の取組を支援

し、地域経済の活性化と雇用の創出を図る。 

 

 【観点４】 

■ 人と自然の交流、心身の健康と安らぎ、癒しの提供 
～今日的な社会問題解決のため、豊かな自然環境を活かす～ 

健全な自然環境が有する、多面的な公益的機能を十分に発揮させるため、多様な主

体が行う自然環境を育む活動の機会を提供するとともに、健康増進・青少年育成・社

会貢献等に資する県民共有の財産として、その機能を等しく享受できる環境づくりを

図る。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

１ 低炭素社会構築に向 

けた新しいライフスタイ 

ルを県民挙げて創造し 

ていく宮城県 

 

 

 

２ 森林や生物多様性な 

ど自然環境を積極的に 

守り育てる宮城県 

 

１ 経済・社会の持続的発展と環境保全の両立 

２ 豊かな自然環境、生活環境の保全 . 

地球環境保全への貢献 

自然環境の保全とやすらぎや潤いのある身近な環境の保全と創造  

地域からの地球温暖化対策の推進 

オゾン層保護対策の推進 

国際的な環境協力等の推進 

健全な生態系の保全及び生態系ネットワークの形成 

生物多様性の保全及び自然環境の再生

豊かな自然環境を次世代に引き継ぐ基盤づくり 

やすらぎや潤いのある生活空間の創造



みやぎ環境税を活用した事業実施みやぎ環境税     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シーンⅠ：地球にやさしいライフスタイルの創造 

 

シーンⅡ：環境と調和した産業の振興 

 
シーンⅢ：環境立県を支える人材の育成 

 
シーンⅣ：森林機能や生物多様性など基盤の整備 

 

■ 県民の率先行動を支援する 

 
 

● 事業数  １１ 事業 
 

 
 
 
 
 
 

■ 企業の率先行動を支援する 

■ クリーンエネルギー関連産業の振興 

 

● 事業数  ８ 事業 
  

 
 
 
 
 
 

■ 人材育成のための機会や場の充実 
 
 

● 事業数 １０ 事業 

 
 
 
 
 

■ 二酸化炭素吸収源としての森林機能強化 

■ 豊かな自然環境の確保とやすらぎ潤いのある 

生活空間の創造 

● 事業数  １３  事業 

 

 「宮城県震災復興計画」における「 再生期」を踏まえた視点 

  １．「再生可能エネルギー設備，省エネルギー設備導入の加速化・充実化」  

２．「生活基盤整備の加速化」  

３．「豊かな自然環境の保全・再生と自然力を活かした災害に強い県土づくり」 

事業効果    

○事業化の視点 

   ・ 新規性            ・ 事業効果（ＣＯ２削減，普及啓発効果 等）      ・ 先進性（県の独自性）  

 ・ 成長性（波及効果）     ・ 発展性(民間との連携 等)  
 
○事業構成    

  県事業     ６２億円   県内全域で広域的に行う事業 

                     森林整備、県産材利用住宅普及、住宅用太陽光発電普及促進、人材育成 など        

  市町村事業  １４億円   地域に密着した事業、地域課題対応事業 

〔メニュー選択型〕 公共施設等におけるCO２削減対策、街灯等のＬＥＤ化、環境緑化、省エネ機器導入支援など 

○実施期間  Ｈ２３年度～Ｈ２７年度（５年間） 

                 

○みやぎ環境税収入見込額  ７６億円 

H23 １２億円、H24 １５億円 

H25 １６億円、H26 １６億円 

H27 １６億円、H28  １億円  程度 

環境創造基金に繰入管理 

積み立て 透明性の確保 

  みやぎ環境税を活用した県および市町村事業による二酸化炭素の削減予定値（５年間）  約 ３６万 ｔ-CO2 

県実施事業の概要 

全   

体   

像 
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[県事業] 
 
◎みやぎ環境税広報事業 
◎流域水循環計画策定事業 
◎サンクチュアリセンター機能充実事業 
◎県民の森施設改修事業 
◎七ツ森里山環境学習林整備事業 
◎温暖化防止森林づくり担い手確保事業 
◎クリーンエネルギー利活用実践推進事業
◎自然の家人と自然の交流事業 
◎自然の家ハイブリッド街路灯整備事業 
◎美術館照明設備整備事業 

具
体
の
ア
ク
シ
ョ
ン 

 

[県事業] 
 
◎市場メカニズム活用型グリーン行動促進施
策推進事業 
◎環境教育実践「見える化」事業 
◎みやぎ地球温暖化対策地域推進事業 
◎自然エネルギー等導入促進地域協議会形成
支援事業 
◎住宅用太陽光発電普及促進事業 
◎既存住宅省エネルギー改修促進事業 
◎再生可能エネルギー活用地域復興支援事業 
◎低炭素型水ライフスタイル導入支援事業 
◎木の香る公共建築・おもてなし普及促進事業 
◎県産材利用エコ住宅普及促進事業 
◎仙台北部地域急行バス運行事業 

具
体
の
ア
ク
シ
ョ
ン 

[県事業] 
 
◎省エネルギー・コスト削減実践支援事業
◎新エネルギー設備導入支援事業 
◎産学官結集型クリーンエネルギーみやぎ
創造チャレンジ事業 
◎クリーンエネルギー・省エネルギー関連
新製品創造支援事業 
◎未利用熱活用設備開発事業 
◎みやぎのエコ・ツーリズム推進事業 
◎せせらぎ水路小水力発電普及促進事業 
◎森林吸収オフセット推進事業 

具
体
の
ア
ク
シ
ョ
ン 

[県事業] 
 
◎野生鳥獣保護管理事業 
◎野生鳥獣適正保護管理事業 
◎環境影響生物基礎調査事業 
◎伊豆沼・内沼よみがえれ在来生物プロジェクト事業
◎環境緑化推進事業 
◎みんなの森づくりプロジェクト推進事業 
◎木質バイオマス活用拠点形成事業 
◎特別名勝「松島」マツ林再生緊急対策事業 
◎温暖化防止間伐推進事業 
◎新しい植林対策事業 
◎里山林健全化事業 
◎環境林型県有林造成事業 
◎公共インフラ省エネ推進事業 

具
体
の
ア
ク
シ
ョ
ン 

 

◎ みやぎ環境税を活用した県事業による二酸化炭素削減予定値（５年間）     約 ３４６，０００ ｔ-CO2  



　メニュー選択型　　　　事業費総額 ： １２億６千万円（Ｈ２３～Ｈ２７）

（事業メニュー分類） （事業例）

　市町村提案型　　　　事業費総額 ： １億２千万円（Ｈ２５～Ｈ２７）　　　※平成23,24年度は震災の復興に配慮し，休止しました。

④

⑤

● メニュー選択型に示す６つの事業メニュー分類を複合的に取り入れるなど，市町村の創意工夫により地域課題解決に向け，重点的，一体的に取り組む事業を支援するもの。

⑥

対象動物：宮城県特定鳥獣保護管理計画に掲げる獣類（ニホンジカ，ニホンザル，イノシシ，クマ）
① 捕獲（用具補助含む）の実施
② 防護柵設置
③ 太陽光電気柵設置

対象：公共施設、学校施設、事業効果の高い民間施設等
① 屋上・壁面緑化
② 身近な緑化活動
③ 緑のカーテン普及

対象：個人，事業者
① エネファーム（燃料電池）設置　　　② 地中熱ヒートポンプ設置　　　　③ 高効率給湯器設置
④ 木質バイオマスボイラー導入　　　　⑤ 薪・ペレットストーブ設置　　　⑥ 都市ガスボイラー転換
⑦ EV・PHV購入補助

　　  ◎ みやぎ環境税を活用した市町村事業による二酸化炭素削減予定値（５年間）　　　　約１０,０００ ｔ-CO2

野生鳥獣対策

環境緑化推進

省エネ機器導入支援

　市町村支援事業の概要　

● 下記６つの事業メニュー分類から，市町村が地域の実情に応じて自由な事業提案を行い，実施する喫緊の環境課題解決に向けた取組を支援するもの。

①

②

公共施設，学校等におけるＣＯ２削減対策

照明（街灯，商店街）のＬＥＤ化

【環境保全】　※ 県民参加による取組
① 緑地公園等整備 ※基本的施設整備は除く。     　② 里山整備・森づくり（市民参加型）
③ 動植物生態調査  　　　　　　　　　　　　　　　④ ビオトープ整備
【環境教育】  ※ 広報関係は除く。施設本体整備は除く。
① 環境教育施設整備 　 　② リーダー育成,出前講座　　　③ 体験型環境学習　　　④ 環境フェア等イベント

対象：公共施設（庁舎、道路、公の施設等）、学校（幼稚園、保育所を含む）など
　　　 ※ 二重ガラス，遮熱フィルムなどは除く。
① 太陽光発電、風力発電、ハイブリッド発電設置　② ヒートポンプ・都市ガスボイラー転換など省エネ設備設置
③ 環境配慮型照明(LEDを含む。）設置(交換)　　　④ 県産材による木造化・木質化
⑤ 薪・ペレットストーブ設置　　　　　　　　　　⑥ 公用車ＥＶ、PＨＶ率先導入

対象：街灯（防犯灯）、商店街、都市公園等の屋外照明など

「みやぎ環境交付金事業」

自然環境保全
（イベント，環境教育を含む）

③

平成２６年度
メニュー選択型配分上限額

88,873

14,134

6,497

7,515

4,971

7,980

4,509

7,051

5,565

8,749

7,920

5,271

12,999

3,029

2,137

3,938

2,954

5,220

2,780

3,206

4,704

3,105

3,206

3,580

4,868

4,161

2,707

6,040

2,451

2,595

4,032

3,399

4,026

5,257

3,203

262,632

配分上限額

柴 田 町

川 崎 町

塩 竈 市

気 仙 沼 市

栗 原 市

東 松 島 市

多 賀 城 市

岩 沼 市

登 米 市

白 石 市

村 田 町

蔵 王 町

七 ケ 宿 町

大 河 原 町

名 取 市

角 田 市

丸 森 町

美 里 町

大 和 町

大 郷 町

亘 理 町

富 谷 町

大 衡 村

山 元 町

色 麻 町

加 美 町

涌 谷 町

松 島 町

七 ケ 浜 町

利 府 町

石 巻 市

仙 台 市

市町村名

宮 城 県 計

大 崎 市

女 川 町

南 三 陸 町
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県 が 実 施 す る 事 業県 が 実 施 す る 事 業
（平成２６年度）



　シーンⅠ：地球にやさしいライフスタイルの創造  　シーンⅡ：環境と調和した産業の振興 

（単位：千円） （単位：千円）

793,629 294,800

Ⅰ－１
市場メカニズム活用型グリーン
行動促進施策推進事業

0 Ⅱ－１
省エネルギー・コスト削減実践
支援事業

150,000

Ⅰ－２ 環境教育実践「見える化」事業 7,259 Ⅱ－２ 新エネルギー設備導入支援事業 100,000

Ⅰ－３
みやぎ地球温暖化対策地域推進
事業

2,896 Ⅱ－３
産学官結集型クリーンエネル
ギーみやぎ創造チャレンジ事業

10,000

Ⅰ－４
自然エネルギー等導入促進地域
協議会形成支援事業

1,574 Ⅱ－４
クリーンエネルギー・省エネル
ギー関連新製品創造支援事業

13,000

Ⅰ－５ 住宅用太陽光発電普及促進事業 296,000 Ⅱ－５ 未利用熱活用設備開発事業 2,500

Ⅰ－６
既存住宅省エネルギー改修促進
事業

40,000 Ⅱ－６
みやぎのエコ・ツーリズム推進
事業

15,500

Ⅰ－７
再生可能エネルギー活用地域復
興支援事業

7,400 Ⅱ－７
せせらぎ水路小水力発電普及推
進事業

0

Ⅰ－８
低炭素型水ライフスタイル導入
支援事業

36,000 Ⅱ－８ 森林吸収オフセット推進事業 3,800

Ⅰ－９
木の香る公共建築・おもてなし
普及促進事業

75,000

※　平成23,24年度は東日本大震災からの復興に配慮し，一部事業を休止しました。

Ⅰ－10
県産材利用エコ住宅普及促進事
業

327,500

Ⅰ－11 仙台北部地域急行バス運行事業 0

※　平成23,24年度は東日本大震災からの復興に配慮し，一部事業を休止しました。

24年度
～27年度

№ 事　　　　　業　　　　　名

経済商工観光部
新産業振興課

26年度

環境生活部
環境政策課

23年度
～27年度

環境生活部
環境政策課

24年度
～27年度

平成26年度
充当額
（千円）

環境生活部
環境政策課

23年度
～27年度

事業実施
予定年度

部　　局
担 当 課

農林水産部
農村振興課

24年度
～27年度

農林水産部
林業振興課

23年度
～27年度

環境生活部
環境政策課

環境生活部
環境政策課

経済商工観光部
新産業振興課

№ 事　　　　　業　　　　　名
部　　局
担 当 課

事業実施
予定年度

環境生活部
環境政策課

平成26年度
充当額
（千円）

25年度

24年度
～27年度

26年度
～27年度

26年度
～27年度

環境生活部
環境政策課

環境生活部
再生可能エネルギー室

23年度
～27年度

農林水産部
林業振興課

24年度
～27年度

25年度
～26年度

環境生活部
再生可能エネルギー室

経済商工観光部
観光課

24年度
～27年度

土木部
都市計画課

25年度

環境生活部
環境政策課

26年度
～27年度

環境生活部
循環型社会推進課

26年度
～27年度

農林水産部
林業振興課

23年度
～27年度
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　シーンⅢ：環境立県を支える人材の育成 　シーンⅣ：森林機能や生物多様性など基盤の整備  

（単位：千円） （単位：千円）

251,269 330,453

Ⅲ－１ みやぎ環境税広報事業 4,198 Ⅳ－１ 野生鳥獣保護管理事業 3,000

Ⅲ－２ 流域水循環計画策定事業 0 Ⅳ－２ 野生鳥獣適正保護管理事業 8,767

Ⅲ－３
サンクチュアリセンター機能充
実事業

93,930 Ⅳ－３ 環境影響生物基礎調査事業 7,118

Ⅲ－４ 県民の森施設改修事業 77,954 Ⅳ－４
伊豆沼・内沼よみがえれ在来生
物プロジェクト事業

8,000

Ⅲ－５ 七ツ森里山環境学習林整備事業 16,677 Ⅳ－５ 環境緑化推進事業 3,000

Ⅲ－６
温暖化防止森林づくり担い手確
保事業

7,000 Ⅳ－６
みんなの森林づくりプロジェク
ト推進事業

0

Ⅲ－７
クリーンエネルギー利活用実践
推進事業

0 Ⅳ－７
木質バイオマス活用拠点形成事
業

40,000

Ⅲ－８ 自然の家人と自然の交流事業 2,790 Ⅳ－８
特別名勝「松島」マツ林再生緊
急対策事業

23,610

Ⅲ－９
自然の家ハイブリッド街路灯整
備事業

6,912 Ⅳ－９ 温暖化防止間伐推進事業 133,000

Ⅲ－10 美術館照明設備整備事業 41,808 Ⅳ－10 新しい植林対策事業 24,000

Ⅳ－11 里山林健全化事業 18,700

Ⅳ－12 環境林型県有林造成事業 46,258

Ⅳ－13
公共インフラ省エネ推進事業
(道路照明灯改修事業)

15,000

事　　　　　業　　　　　名

平成26年度
充当額
（千円）

農林水産部
森林整備課

23年度
～27年度

環境生活部
自然保護課

26年度
～27年度

環境生活部
自然保護課

26年度
～27年度

№

環境生活部
自然保護課

農林水産部
林業振興課

24年度
～27年度

農林水産部
森林整備課

26年度
～27年度

農林水産部
森林整備課

23年度
～27年度

農林水産部
森林整備課

24年度
～27年度

24年度
～27年度

農林水産部
林業振興課

24年度
～25年度

平成26年度
充当額
（千円）

環境生活部
自然保護課

25年度
～27年度

環境生活部
自然保護課

23年度
～27年度

部　　局
担 当 課

事業実施
予定年度

環境生活部
環境政策課

教育庁
生涯学習課

教育庁
生涯学習課

24年度
～27年度

26年度
～27年度

環境生活部
環境対策課

環境生活部
自然保護課

環境生活部
自然保護課

農林水産部
林業振興課

№ 事　　　　　業　　　　　名
部　　局
担 当 課

25年度

24年度
～26年度

24年度
～27年度

事業実施
予定年度

24年度
～27年度

※　平成23～25年度は東日本大震災からの復興に配慮し，一部事業を休止しました。

※　平成23～25年度は東日本大震災からの復興に配慮し，一部事業を休止しました。

環境生活部
自然保護課

25年度
～26年度

24年度
～27年度

教育庁
生涯学習課

26年度

教育庁
高校教育課

24年度
～27年度

土木部
道路課

23年度
～27年度

農林水産部
森林整備課

23年度
～27年度

  6




